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１Ｃ１０ 

SDGs 志向スマートシティ事例の時系列的分析調査 

―加賀市におけるスマートシティ施策の事例調査から― 

 
○前山 倫子，名合 牧人（大成建設株式会社），佐藤 正明（株式会社サンコーシャ）, 

中村 孝太郎（創価大学） 

meyrnk00@pub.taisei.co.jp 

 

 
1. はじめに 

経団連の提唱する”Society 5.0 for SDGs”に代表されるように、多くのスマートシティが SDGs の

実現を目標として掲げていることから持続可能で包摂的な都市の実現こそが Society5.0 の目指す、人々

の暮らしを豊かにする Well-Being につながると思われる。筆者らは 2020 年度から加賀市を対象に

「SDGs 志向スマートシティ」の事例調査を行い、SDGs と都市の課題、ソリューションの関係そして

スマート化の方策について分析を行っている。本稿では、加賀市へのヒアリングに基づくスマートシテ

ィ施策の事例調査結果およびその時系列分析、先端技術の活用といった今後の展望について報告する。 
 

2. 調査方法 

2.1. 加賀市のスマートシティ施策の背景と対象地選定理由 

加賀市は温泉や伝統工芸に由来する製造業などの資源をもつ一方、人口減少が最大の課題であり、

1990 年には約 8 万人であった定住人口が 2020 年には 6.6 万人に減少している。人口減少傾向は今後も

続くことが予測され、2040 年時点で消滅の可能性がある「消滅可能性都市」と 2014 年に指摘された。

最盛期には 400 万人程度であった観光客数は近年 200 万人程度まで落ち込んでいる。新型コロナウイ

ルス感染症の影響を受け、2020 年の観光客数は約 100 万人と大幅に減少した。 
加賀市では定住人口の減少、観光客数の大幅な減少という課題の解決を目指し、居住地および来訪先

としての利便性と魅力を高めるために「先端技術導入」と「人材育成」を 2 本柱としてスマートシティ

施策に取り組んできた。 
 筆者らは加賀市が 2020 年に「SDGs 未来都市」に選定されたことや 2022 年に「デジタル田園健康特

区」に指定されたことから、地方都市において SDGs という目標を掲げながらスマート化ソリューショ

ンの実装に取り組む好事例として加賀市に着目し、分析対象として継続調査を行っている。 
 

2.2. 調査概要 

 加賀市への調査は主に 2 回のオンラインヒアリングおよび 1 回の現地調査による。概要を下記する。 
① オンラインヒアリング   日時：2021/1/15   
② 現地ヒアリングおよび調査 日時：2022/8/26  場所：加賀市イノベーションセンター 
③ オンラインヒアリング   日時：2023/9/14  

 
2.3. 分析方法としての連鎖マトリクスとロードマッピング的分析 

連鎖マトリクス分析は各施策とドライバー（駆動源となる

目標）およびイネーブラー（可能化要素）との関係を可視化

する（図 1）。マトリクスの上部は社会課題および SDGs（ド

ライバー）からのバックキャスティングアプローチ、下部は

インフラ・データ（イネーブラー）からのフォアキャスティ

ングアプローチを読み取ることができる。 
マトリクスの内容を時系列に再構成することで施策のロ

ードマップを作成することができ、これにより目標の実現の

ためのクリティカルパスを抽出、今後の施策展開の考察が可

能になる。 
  図図 11  連連鎖鎖ママトトリリククススののモモデデルル  

 

1C10

― 195―



3. 加賀市のスマートシティ施策の時系列分析 

3.1. 加賀市スマート SDGs と関連施策 ―2021 年オンラインヒアリングより 

加賀市は 2019 年 8 月に産業団体や市民団体等 25 団体による「スマートシティ推進官民連携協議会」

を設立し住民への合意形成を図るなど活動を始める。2020 年 3 月に発表した「加賀市スマートシティ

宣言」では、基本理念として「人間中心の未来社会の実現」がうたわれている[1]。あくまで中心にいる

のは市民であり、行政目線、産業界目線ではなく、市民目線でスマートな社会を実現し、市民自らが持

続可能な都市の担い手となる都市を目指していくという意図が込められている。 
人間中心の未来社会の実現に向け、「3 つの戦略」と「運営の 5 原則」がうたわれており、データ駆

動型のまちづくりにより新しい産業の創出・継続や、市民がそれらの取組みを信頼し、協創していくた

めの運営原則として、透明性、公平性、多様性の確保が宣言されている。 

 2020 年時点の重要施策として、自治体新電力事業による「加賀市版 RE100」、MaaS アプリによる

交通決済の簡略化やデータ取得を行う「MaaS の構築」、マイナンバーカードを利用した「行政サービ

スのスマート化」、デジタル人材育成につなげる「IoT 教育の推進」が挙げられる。 
加賀市の取組は、地域内で持続可能となることが念頭に置かれている。再生エネルギーでいえばエネ

ルギーの地産地消、交通インフラ MaaS の構築においては、MaaS アプリによるデジタル決済手段の

提供と、そこから得られたデータ活用による継続的な事業の最適化、IoT 技術教育については、学びの

場の提供と IoT 教育人材の育成等、一つの施策を多様な側面で進め、持続可能なものとしていく狙いが

あることがうかがえる。 
 
3.2. 加賀市スマート化ソリューションの進展 ―2022 年現地ヒアリングおよび調査より 

2021 年には施策の更なる推進を目指し、スーパーシ

ティ型国家戦略特別区域に応募、2022 年にデジタル技

術を活用し特に健康・医療分野における革新的な事業

を先行的に実施する「デジタル田園健康特区」に、茅

野市・吉備中央町とともに指定された。スマート化ソ

リューション実現への計画も進展し、スマートシティ

施策の基盤となる「デジタル ID」「3D マップ」「Open 
API」の情報インフラの整備が進行し、そのうえでの定

住促進につながるサービスの実装を構想している[2]。 

「デジタル ID」ではマイナンバーカード情報の連携

や行政サービスの利便性向上を進め、ID 認証基盤を利

用したものでは 90 種類の手続きが電子化されている。移住促進のため引っ越し時の住所変更手続きの

ワンストップ化を計画、デジタル ID 認証による電子投票の実験を行っている。 

北陸新幹線の加賀温泉駅開業に向け、駅周辺エリアおよび市域の「ハイブリッド 3D マップ（総合地

図基盤）」の整備を進めている。これまで異なる部局が保管していた行政の地図情報・高精度の点群デー

タ・衛星写真を同時に表示・活用できるようにすることで、エアモビリティ・ドローン配送の自動フラ

イト等のサービスに活用している。 

「Open API」では、官民の境界や各分野を超えたデータ連携によるサービス創出のために、行政保有

図図 44  加加賀賀市市ののデデジジタタルル活活用用方方針針[2]  

 

図図 22  ススママーートトシシテティィ加加賀賀  基基本本理理念念[1]  

 
図図 33  「「33 つつのの戦戦略略」」とと「「運運営営のの 55 原原則則」」 
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のデータのオープン化およびそれらが統合された都市 OS の構築を進めている。データアクセスを容易

にし、基盤を整えることで先端技術開発を行う環境としての魅力を高め、オープンイノベーションを推

進するねらいがあり、イノベーションセンターを拠点とした企業誘致や新産業の創出が図られている。 

 

3.3. 加賀市スマート化ソリューションの進展 ―2023 年オンラインヒアリングより 

 2021 年度に地方の課題解決・魅力向上に貢献する取組を対象とし「デジタル田園都市国家構想交付

金」が設立された。加賀市は 2023 年度事業「加賀市版スマートパス構想」にて、マイナンバーカード

の普及率が高い団体において全国への横展開モデルとなる先行事例を作る目的の「デジタル実装タイプ 
マイナンバーカード利用横展開事例創出型」に採択されている。「加賀市版スマートパス構想」では、顔

認証による生体パスポートを活用し医療機関等施設利用の利便性を向上させる「手ぶらサービス」や、

市外の関係人口「e-加賀市民」を対象に電子市民証を用いた飲食や交通の割引サービスを構想している。 
 デジタル田園健康特区としての施策も進行しており、各医療機関の情報や個人の食事や運動データを

蓄積し、健康状態のモニタリングや行動変容を促す提案を行い健康寿命延伸につなげる「医療版情報銀

行」構築のほか、継続してきた「e-加賀市民」を進展させ、外国人を含む関係人口の滞在・創業に関す

る規制改革を図る「加賀市版スタートアップエコシステム」、その他 web3 や自動運転・エアモビリティ

導入に関する規制改革も検討されている。 
  
3.4. 時系列分析 

 ヒアリング内容を時系列的に整理した例を図 5 に示す。加賀市は、人口減少という課題解決から出発

し、SDGs やデジタル田園都市国家構想といった社会動向による機会を捉えながら、戦略的に施策を推

進していることが俯瞰的に分かる。2024 年 3 月の新幹線駅開業に向け、これまで進めていた関係人口

を受けいれるリアル・デジタルの場づくりが、規制改革とともにさらに進展することが見込まれる。 

4. 連鎖マトリクスとロードマッピング的分析 

「スマート SDGs」を標榜する同市にとって 2030 年の SDGs 目標

達成が行政・市民にとっての大きな駆動目標となる。2024 年の新駅

開業は、観光などの産業や事業共創においても、大きなきっかけとな

る。都市としてのスマート化を可能にするためには、観光移動や医療

MaaS をめざす交通インフラのハード・ソフトの整備や、施策の基盤

となるプラットフォームの確立が期待される要素となる。 
SDGs を志向する自治体として目標項目と地域施策とのリンケー

ジをより詳細に明らかにし、各主体とこれを共有し、市民の関与を強

め、分担・協業を進めることが要請される。従来から設置されてきた

イノベーションセンターを介した官民の事業連携から、さらにマイ

ナンバーカードシステムや情報銀行稼働を通した実質的な事業協働

ができ、医療・健康や教育・行政サービスなど本格的なフィールド実

証事業を通して導入・普及へと社会実装を進めることが重要なクリ

ティカルパスとなると予想される。  図図 66  連連鎖鎖ママトトリリククススのの例例  

 

図図 55  加加賀賀市市ででのの調調査査にに基基づづくく時時系系列列分分析析（（矢矢印印はは要要素素のの強強いい関関連連をを示示すす））  
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5. スマートシティ施策のバックキャスティングおよびフォアキャスティング視点での分析 

5.1. SDGs・Well-Beings 施策実現を駆動目標としたバックキャスティング視点での分析 

（1） SDGs 達成にむけて 
 2020 年に「SDGs 未来都市」に選定されたことを受け「SDGs 未来都市計画」を策定、先導的に進め

る施策の実行・評価を行っている。「スマートシティ加賀構想」を始めとする他の上位計画と SDGs は

その理念を共通にしており、SDGs は施策推進の駆動力として機能していると言える。SDGs は広く共

有された目標であることから対外発信の効果もあり、加賀市の企業を対象にスマート SGDs を目指し連

携する「SDGs パートナー制度」を導入、2023 年 9 月現在 50 以上の企業・団体とパートナーシップを

結ぶなど、施策推進の媒介としても機能している。 
（2） Well-Being 指標の向上にむけて 
 2022 年に地域幸福度を評価する共通指標「Well-Being 指標」が（一社）スマートシティ・インステ

ィテュートより発表された。「Well-Being 指標」は統計による客観的評価とアンケートによる主観的評

価を組み合わせた指標であり、「デジタル田園都市国家構想補助金」に採択された事業の評価方法とし

て採用されている。そのため加賀市でも「Well-Being 指標」の調査が求められ、Well-Being は目標像

だけでなく現状及び施策の成果を可視化する分析視点として重要な位置づけがされていると言える。 
 
5.2. 先端技術による新サービス実現をめざすフォアキャスティング視点での分析  
（1） Web3.0 を活用したデジタルサービス 
 加賀市では 2018 年に「ブロックチェーン都市宣言」を行うなど分散型インターネットに着目してお

り、2022 年には新たに Web3.0 を活用したスマートシティにも取り組んでいくことを発表、ブロック

チェーン関連企業とも連携協定締結も進めている。2023 年 3 月に行った「e-加賀市民制度」の実証実験

では市民証として NFT を発行、さらにこれを発展させた「加賀市版スマートパス構想」でも関係人口

である人々の情報の取り扱いにおいて Web3.0 を活用する計画である。各人がデータを保有することで

信頼度が高まる Web3.0 の特長により、データの安全性が担保されるデジタルサービスの実装の推進が

期待できる。 
（2） バーチャル空間・AI 技術を活用した行政・配送サービス 
 エアモビリティの実装に向けて 3D マップを利用したフライトシミュレーションやドローン配送の実

証実験を行っているほか、生成系 AI の行政サービスへの導入についても 2023 年 5 月に「生成 AI の利

用ガイドライン」を策定するなど迅速な対応を行っており、新技術を積極的に取り入れサービスの展開

につなげる姿勢が貫かれている。 
 

6. おわりに 

 加賀市におけるスマートシティ施策の 6 年間にわたる時系列分析から、人口減少という喫緊の課題へ

の対応のため、SDGs を行政・市民・企業が共有する駆動目標として戦略的に掲げながら、「デジタル田

園都市」施策の外部機会を捉えイノベーティブなサービスの構築・実装に取り組んでいることが明らか

になった。データ連携基盤の構築のもと、これまでの各主体との協働関係や効果実証を継続しつつデジ

タル ID や情報銀行を核にデータを蓄積・活用し、市民の生活利便性を向上しかつ関係人口にとっても

魅力を創出するサービスを実装していくことが現在までに共通する重点施策である。その実現には

Web3.0 等これまでのデジタル活用課題を解決する新技術の貢献が必要になる。社会や技術の動向に迅

速に対応しそれを取り込む姿勢が加賀市の特徴であり、スマートシティ施策実装のために不可欠なもの

といえる。今後も 2024 年の新幹線延伸に向けサービスの実装が加速する加賀市に注目し、継続し調査

分析を進めていく。 
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